
 
東京都認知症対策推進会議 若年性認知症支援部会（第５回） 

次 第 
 

東京都庁 第一本庁舎３３階 特別会議室Ｎ１ 
平成２１年７月８日（水）午後５時００分から 

 
 
 
 

１． 開 会 

 

２． 議 題 

（１） 論点整理 

（２） 今後の進め方 

 

３． 閉 会 

 
 
 
 
 
〔配付資料〕 

 東京都認知症対策推進会議 若年性認知症支援部会委員名簿 

（資料１）検討スケジュールについて 
（資料２）これまでの検討状況 

 （参考資料１）認知症サポート医フォローアップ研修の概要 
 （参考資料２）東京都精神科夜間休日救急診療事業について 
 （参考資料３）東京都老人性認知症専門医療事業について 
（参考資料４）若年性認知症に関する区市町村相談窓口調査について 

 （参考資料５）若年性認知症に関する介護保険事業所調査について 
（参考資料６）認知症対策サイト「とうきょう認知症ナビ」について 
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・本部会設置の経緯

・各委員からの問題提起

・今後の検討の進め方

・これまでの論点整理 ・報告書(素案)の最終確認

・今後の検討の進め方

・報告書（素案）の検討

第３回

21/3/1320/12/12

第５回

21/7/8

第４回

21/4/30

・若年性認知症支援モデル
　事業について意見交換

・具体的支援策の検討
　（医療支援、経済的
　支援等）

・施設調査・窓口調査の
　結果報告

・具体的支援策の検討
　（介護・公的支援、家族
　支援等）

まとめ具体的支援策の検討具体的支援策の検討現状把握・課題整理

・職場を含む社会的支援
　の現状把握(ヒアリング)

現状把握・課題整理

第１回

20/10/16

具体的支援策の検討

・具体的支援策の検討
　（職場を含む社会的
　支援等）

・施設調査・窓口調査の
　実施について

21/10月上旬

第６回 第７回

21/12月上～中旬

（回数）

（開催年月日）

（主な検討内容）

立ち上げ

・若年性認知症生活実態調査の
　結果報告

現状把握・課題整理

第２回

第８回

22/2月中～下旬

・医療支援の現状把握
　（ヒアリング）

・家族支援の現状把握
　（ヒアリング）

・介護・公的支援の現状把握
　（ヒアリング）

・経済的支援の現状把握
　（ヒアリング）

検討スケジュールについて
資料１

平成２１年度

平成２０年度



これまでの検討状況 資料２

○具体策について検討

○信頼性の高い情報を得られる仕組みが必要

○就労移行よりは就労維持（継続）が現実的
○生活支援という視点からの検討が不可欠

○このためには、法的に規定することが必要

○認知症の診断・治療が可能な医療機関が不明確
○かかりつけ医と専門医療機関の連携が不十分
○確定診断までに時間がかかることがある

○周辺症状が悪化した時の対応が困難
○診断後に継続的にフォローする体制が不十分

○迅速・的確な診断に早期にアクセスできる実効性の
　ある情報提供策が必要

分野 今後の方針・目標現在までの到達点検討項目 現状・課題

経済
支援

早期
診断

診断後の
支援

相談・支援

介護現場

医療
支援

○受入れ・サービス利用を断られることが多いが、特別な
　対応をしなくても受け入れている施設（事業所）もある
○高齢者と比較すると、原因疾患・症例が様々であり、
　個々の症例に対応した施策の構築は困難

○的確な情報収集が困難
○日中仕事や介護をしながら、相談窓口でサービス利用
　に必要な手続まで行うことは困難

○認知症であることを家族が受け入れられず、サービス
　利用に結びつかないことがある
○仕事と介護の両立など家族等介護者の心身負担が大きい

職場を
含む
社会的
支援

情報提供・
相談体制

家族等介護
者のケア

経済的
支援制度

就労
支援

介護・
公的
支援

家族
支援

○ローンの免責や保険の高度障害の対象にならないこと
　がある

○介護保険を切り口にするケアマネジャーだけでは、
　多岐に渡る問題に対応することは困難

○サービスや支援制度の運用状況が区市町村により
　異なる

企業にお
ける対応

○窓口で実際に対応に当たる人の、利用可能な制度等
　についての知識が不十分であり、個々のニーズに的
　確に対応できていない

○退職による家計の担い手の喪失やローンにより経済的
　に困窮する。不動産売却を余儀なくされるケースもある

○職場は医療機関ではないため、企業としての対応には
　限度がある

○認知症と判明すると退職や望まぬ異動を強いられるこ
　とがある

○多くの企業で若年性認知症への対応・取組は、課題と
　して認識されていないと考えられる

○他の疾病との兼ね合いもあるため、認知症だけを特別
　扱いすることは困難。社内規程等に基づく対応しかでき
　ない

○進行性の認知症については、就労支援の仕組みづくり
　が進んでいない

○「就労支援」という用語の定義付けが必要

○就労そのものに重点を置いた支援策では、生活支援
　に寄与するものは小さいと考えられる

○企業に対し、認知症を含めた精神疾患について啓発
　することが必要

○都内で若年性認知症の対応が可能な医療機関は245
　か所(東京都認知症専門医療機関実態調査(H19.12))

○関係団体への提言をまとめる

○介護現場における現状を把握するため、介護保
　険施設（事業所）向けの調査を実施(cf.参考資料5)
○調査結果も踏まえ具体策について検討
　（例）【受入れ可能な施設(事業所)】WAM-NET、介護
　　　事業者情報等の既存サービスの活用・周知　等
○関係団体への提言をまとめる

○相談窓口における現状を把握するため、区市町
　村等の担当者向けの調査を実施（cf.参考資料４）
○調査結果も踏まえ具体策について検討

○重症化した時に速やかな入院治療を実現できるような
　対策が必要
○精神科夜間休日救急診療事業や老人性認知症専門
　医療事業が、十分に機能しているか検証が必要

○具体策について検討
　（例）【救急対応】精神科夜間休日救急診療事業、
　　【重症化した時の対応】老人性認知症専門医療事業
　　等の既存制度の活用(cf.参考資料2)(cf.参考資料3)　等

○地域における取組・先進的取組についてのヒア
　リングを実施

○各支援制度間の連携体制の構築が必要
○区市町村職員やケアマネジャー等の対応力向上を
　図ることが必要

○経済面の支援による生活保障が必要
○高度障害認定基準は硬直的(就業形態の多様化等に
　対応していない）なのではないか

　（例）【連携】認知症サポート医フォローアップ研修の
　　　実施　 （Ｈ２１～）　（cf.参考資料１）　　等

○介護保険施設（事業所）の対応力向上を図り、提供さ
　れるサービスの質の向上を図ることが必要
○若年性認知症の人に対するサービスの充実は、高齢
　者向けサービスの充実にもつながる

○具体策について検討
○関係団体への提言をまとめる

○具体策について検討
○関係団体への提言をまとめる

○具体策について検討

○具体策について検討
　(例)【情報提供】「とうきょう認知症ナビ」の活用　等
　　　　(cf.参考資料6)

○家族等介護者の健康管理や心理的なケアなどの支援
　が必要

○インターネットの活用など、２４時間信頼性の高い情報
　を得られる仕組みが必要

○企業には従業員に対する安全配慮義務があるため、
　若年性認知症の人に対する安全性の確保やスタッフ
　配置等、職場の支援体制整備が求められる

○就労継続については、早期に診断し、診断した人が
　企業や産業医の理解を得て、連携しながら支援する
　ことが必要



（１）東京都の認知症の医療やケアの現状　 
　　①　東京都における認知症対策の施策や活動状況 
　　②　東京都認知症専門医療機関の状況　 
　　③　東京における精神科救急医療体制の現状　 
（２）地域の「専門医療機関」の診断・治療・周辺症状・合併症への対応力を踏まえた情報提供やアクセス
（３）地域の対応体制を踏まえた、急変時の情報提供やアクセスの支援 
（４）地域に見合った「かかりつけ医」と「専門医」の連携 
（１）困難事例への対応も含めた「かかりつけ医」の認知症対応力の向上支援　 
　　①「認知症の人の日常生活を尊重するケア」の理念 
　　②認知症診療のコツ 
　　③認知症の非薬物療法の概要と効果 
　　④認知症短期集中リハビリテーションの概要　 
　　⑤認知症の中核症状とＢＰＳＤへの薬物療法 　等
（２）権利擁護や虐待への対応
　　①地域の認知症の人の権利擁護体制　 
　　②鑑定書等権利擁護手続きの依頼への対応 
（３）病名告知とその後の対応
　　①認知症の人とその家族の心情に配慮した支援　　 
　　②予後の見通しの適正な説明と、疾患の受容支援　 
　　③治療法や地域の医療体制等　 
　　④告知後の生活支援　 等
（１）地域の認知症早期スクリーニング、早期対応の取組支援 
（２）地域の医療・介護・福祉職等への認知症対応力向上のための啓発活動 
（３）地域自治体、地域包括支援センター、地域医師会・介護事業者等の連携促進 

（１）地域住民の啓発、認知症サポーターの養成等 
（２）認知症の人のライフラインを支える事業者への啓発・支援 
　　（住居・商工・金融・流通・交通・飲食・通信・エネルギー・水道等々の事業者） 

４．地域住民や多様な
　職種の従事者に対す
　る認知症の理解促進

研修内容

２．包括的認知症ケア
　の現況を踏まえて
　「かかりつけ医」を
　総合的に支援する

１．地域の「かかりつ
　け医」と「専門医」
　の顔の見える連携
　づくり

達成目標

３．地域の医療・介護
　・福祉職等への連携
　促進や認知症対応力
　の向上支援

認知症サポート医フォローアップ研修の概要 参考資料１

かかりつけ医への助言や地域の関係機関との連携促進の役割を期待されるサ
ポート医に対し、都内の医療資源の状況を踏まえた連携の在り方や、周辺症状へ
の影響を踏まえた身体疾患の管理等に関する医学的知識等を習得するための研
修を実施し、サポート医の機能強化を図ることで、認知症医療と身体医療、専門医
療と地域医療の切れ目を解消し、認知症の人に対する地域の医療支援体制の充実
を図ることを目的とする。

目 的

達成目標と研修内容

☆ 認知症サポート医の「認知症医療」スキルの向上
（薬物療法、非薬物療法等）

☆ 認知症への影響を踏まえた「身体医療」スキルの向上
（日ごろからの身体疾患管理のポイント等）

☆ 連携体制の充実
（連携ツールの導入、グループワークの実施）

本研修の特徴



東京都精神科夜間休日救急医療の流れ 

    本人 家族 警察 救急隊 医療機関 等 
  

 

 

 

 
 

 

 

 
      ＜受付２４時間：自動音声案内＞     相談希望 

                 

東京都保健医療情報センター（ひまわり）03-5272-0303 

 
＜時間＞平 日：17 時～翌 9 時 

土休日：24 時間 

＜業務＞24 条通報受理・他 

※ 専用電話番号でも受けている 

 

＜時間＞平 日：17 時～翌 9 時 

土休日：24 時間 

＜業務＞救急患者のトリアージ 

精神科医療情報提供等 

※ 関係者とは専用電話番号で連絡 

※ 消防庁救急司令センターからは専

用電話番号でも受けている 

精神科救急医療情報センター 
 通報連絡員 

（緊急措置入院等） 

＜時 間＞平 日：17 時～翌 9 時 

土休日： 9 時～翌 9 時 

＜受入先＞都立等４病院 各４床／日 

（墨東・豊島・松沢・府中） 

※ 緊急措置入院の場合は、72 時間以

内に措置診察が行われ、民間の指

定病院・後方病院へ転送される 

 

（入院医療） 

＜時 間＞平日土：17 時～翌 9 時 

休 日： 9 時～翌 9 時 

＜受入先＞民間２病院（輪番制） 

     多摩１床／日、区部２床／日 

       都立病院、大学病院等 
     （輪番制） 

精神科緊急医療 精神科二次救急医療 

（外来医療） 

＜時 間＞平日土：17 時～22 時 

休 日：9 時～17 時 

＜受入先＞民間２病院、１診療所 

合計３所（輪番制） 

※ 病院は二次救急を兼ねる 

 

精神科初期救急医療 

身体合併症 

警
察 

24 条通報 
24 条通報以外 
の精神科相談 

24 条通報 

＜業務＞ 
医療機関案内 

医療情報提供等 

参考資料２
東京都精神科夜間休日救急診療事業について



東京都老人性認知症専門医療事業について

保健所

福祉事務所

地域包括支援センター

顕著な精神症状・行動障害を随伴している老人性認

知症の患者で、重度のケアのみならず積極的な医療

を必要とする者（若年性認知症患者も含む）

相談・訪問依頼

構成：医師、看護師、事務 各１名

配置場所：

中部総合精神保健福祉センター（23区西部）
多摩総合精神保健福祉センター（多摩地区）

訪
問
診
察

アドバイス・調整

要件：東京都が設置した認知症高齢者専門の精神病棟、又は

東京都老人性認知症専門病棟施設整備費等補助金
交付要綱に基づき施設整備費等の補助を行なった
認知症高齢者専門の精神病棟

規模：９病院（５３０床）

目的：東京都老人性認知症専門医療事業実施要綱に基づき、
短期間・集中的な治療、環境調整、薬物調整を行い、

介護が受けられる状態に戻し、

入院を希望する者又は
その家族等の相談

精神科病院・介護保険施設等・在宅対応

老人性認知症専門病棟運営費補助事業

老人性認知症専門病棟を運営する法人に

対し、看護体制の増員配置に要する経費の

一部を補助する。

補助対象病院：７病院(350床)
補 助 基 準 ：内科医師 １名

看護補助者 １名

の増員配置
基 準 額 ：１６，２６３千円

退

規模：年６回 開催
構成：各専門病棟管理者、学識経験者、行政関係者

高齢者精神医療相談班 等
項目：入院継続（６ヶ月）の適否の判断

専門病棟の患者の入退院状況

認知症患者

老人性認知症専門病棟

入
院

高齢者精神医療相談班

東京都老人性認知症疾患専門病棟調整委員会
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調 整

転・退院状況
（平成20年度）

　自宅 297 19.9%

　転院　　（精神科） 298 20.0%

　転院　　（一般科） 156 10.5%

　介護保険施設 489 32.8%

　死亡 110 7.4%

　その他　 139 9.3%

　　　計 1,489 100.0%

平成２０年度　専門病棟入退院状況

 入院患者数 1,443 名

 退院患者数 1,489 名

 在院患者数 481 名
 　（年度末）

　　（全 530 床）



■ 目的
若年性認知症の本人・家族等が相談に訪れることが想定される区市町村窓口・事業所を対象に、相談の実施状況などを調査し、施策検討の基礎資料とする。

■ 概要
(1)調査対象 若年性認知症の本人・家族等の相談窓口として考えられる以下の部署・事業所

６７１か所（平成２１年６月１日現在）から無作為抽出した３０３か所
ア 区市町村高齢福祉主管（認知症支援担当）課
イ 介護保険法に基づく地域包括支援センター
ウ 区市町村障害福祉主管課
エ 障害者自立支援法に基づく指定相談支援事業者

■ 調査票案

(2)調査方法 郵送・自記式
(3)スケジュール 7月中旬 調査票配布

7月下旬 調査票回収
8～9月 集計
10月 結果報告（第6回部会）

若年性認知症に関する区市町村相談窓口調査について
参考資料４

　貴所の属性について伺います。

問１　次のうち当てはまる番号１つに○をつけてください。

　　１　区市町村高齢福祉（認知症支援）主管課

　　２　地域包括支援センター

　　３　区市町村障害福祉主管課

　　４　指定相談支援事業者

　貴所における、若年性認知症に関する相談状況についてお伺いします。

　　１　ある

　　２　ない

　　３　不明

【区市町村相談窓口調査票】

所　　属

ご担当者名

問２　これまでに、若年性認知症についての相談を受けたことはありますか。次のう
　ち当てはまる番号１つに○をつけてください。

連絡先の電話番号

５

５

Ｉ 成年後見制度（民
法、任意後見契約に関
する法律）
Ｊ　日常生活自立支援(福
祉ｻｰﾋﾞｽ利用援助)事業
（社会福祉法）

Ｇ 自立支援医療制度
（精神通院医療）（障害
者自立支援法）
Ｈ 精神障害者保健福
祉手帳（精神保健福祉
法）

Ｅ 障害基礎年金（国民
年金法）

Ｆ 障害厚生年金（厚生
年金法）

１ ２

４ ５

５３ ４

Ｄ 職業リハビリテーショ
ン（障害者雇用促進法）

２

１ ２

１

Ａ 介護保険サービス
（介護保険法）

Ｂ 障害福祉サービス
（障害者自立支援法）

Ｃ 地域生活支援事業
（障害者自立支援法）

３

２

１

３

４

５１ ２ ３ ４

５

３ ４

１ ２ ３ ４

５

１ ２ ３ ４ ５

１ ２ ３ ４

３ ４ ５

１ ２ ３ ４ ５

１ ２

問３　若年性認知症について相談があった場合の、次のＡ～Jの制度についての貴所におけ
　る説明の程度のうち、もっとも近いと思う番号をそれぞれ１つ選んでください。なお、
　これまで相談がない場合は、仮に相談があった場合の対応として最も近いと思うものを
　選んでください。

制度名

説明の程度

３
尋ねられたら説
明はできる又は
している

４
特段の説明は
していない

５
この制度をよく
知らない

１
十分説明がで
きる又はしてい

る

２
多少の説明は
できる又はして

いる
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貴事業所名  

ご担当者名  

連絡先の電話番号  

 

 

問１ （全ての事業所にお尋ねします）貴事業所では、回答日現在までに、若年性認知

症の利用者（認知症の利用者のうち６５歳未満の者をいう。以下同じ）を受け入れた

ことはありますか。当てはまる番号１つに○をつけてください。 

 

１ ある（→問２－１へ） 

２ ない（→問３－１へ） 

 

問２－１ （問１で「１」を選択した事業所のみ）貴事業所での回答日現在の若年性認

知症の利用者数（特養・グループホームなどの入所系事業所においては入居者数、デ

イ等の通所系事業所においては登録者数）は何人ですか。当てはまる番号１つに○を

つけてください。 

 

 １ １人 

 ２ ２～５人 

 ３ ６～１０人 

 ４ １１人以上 

 ５ 以前はいたが今はいない。 

 

問２－２ （問１で「１」を選択した事業所のみ）貴事業所では、若年性認知症の利用

者を受け入れるために特別な対応を取っていますか。当てはまる番号全てに○を付け

てください。 

 

 １ スタッフの数を基準より増やしている。 

 ２ 研修の実施、若年性認知症の人へのケア経験者の採用など、スタッフのスキル向

上策を講じている。 

 ３ 物の配置・レイアウトの変更など施設の物理的環境を工夫している。 

 ４ その他（具体的に：                           ） 

 ５ 特に特別な対応は取っていない。 

 

問３－１ （問１で「２」を選択した事業所のみ）貴事業所に対し、若年性認知症の利

用者からの利用の申込みはありましたか。当てはまる番号１つに○をつけてくださ

い。 

 

 １ あった （→問３－２へ） 

 ２ なかった（→問４へ） 

 ３ 不明  （→問４へ） 

 

問３－２ （問３－１で「１」を選択した事業所のみ）利用に至らなかった理由として

当てはまる番号全てに○をつけてください。 

 

 １ 本人・家族に利用についての抵抗感があった。 

 ２ 事業所として、若年性認知症の人への対応が困難だった。 

 ３ 他のサービスの利用が決まった。 

 ４ 利用日・利用時間帯などの条件に折り合いがつかなかった。 

 ５ その他（具体的に：                           ）

 

問４ （全ての事業所にお尋ねします）若年性認知症の人への対応で困難なこと（困難

ではないかと考えること）はありますか。当てはまる番号全てに○をつけてください。

 

 １ これまでに受け入れた経験がなくノウハウがない。 

 ２ 他の利用者とは異なるプログラムが必要。 

 ３ ＢＰＳＤ（周辺症状）が激しい。 

 ４ その他（具体的に：                           ）

 ５ 特に困難と考えることはない。 

 

■ 目的
介護保険事業所を対象に、若年性認知症の利用者の有無等に関する現況を調査し、施策検討の基礎資料とする。

■ 概要
(1)調査対象 以下の介護保険事業所２，８８５か所（平成２１年６月１日現在）から

無作為抽出した４８２か所
ア 介護老人保健施設
イ 介護老人福祉施設
ウ 認知症対応型共同生活介護

■調査票案

エ 通所介護事業所
オ 認知症対応型通所介護事業所
カ 小規模多機能型居宅介護事業所

(2)調査方法 郵送・自記式
(3)スケジュール 7月下旬 調査票配布

8月上旬 調査票回収
8～9月 集計
10月 結果報告（第6回部会）

若年性認知症に関する介護保険事業所調査について



認知症対策サイト「とうきょう認知症ナビ」について

見やすくわかりやすい認知症ポータル（玄関）サイトの構築

とうきょう認知症ナビ概要

コンセプト

局のホームページに分散している認知症関連の情報をひとつのサイトに集約すること
で、容易に情報へアクセスできる環境を整える。
高齢者権利擁護については、「高齢者虐待と権利擁護」サイトに集約
局のトップページにバナーリンクを貼り、サイトへの導線とする。(6月1日～6月30日)
都民への普及啓発を進めるためのコンテンツを充実させる。
事業者・区市町村向けに、先駆的取組みの報告なども行う。

新サイトの階層・カテゴリ・コンテンツ

新サイトの特徴

①情報の一元化 ②コンテンツの追加 ③適切なカテゴリー

メインターゲット

①認知症の、あるいは認知症かな？と思っている本人・家族
②認知症について知ろうとしている一般都民
③都の施策の動向や、他事業者・区市町村の先駆的取組みを知ろうと
している介護、医療の専門職や関係機関

認知症の基礎知識
認知症について知ってください

認知症の症状/原因疾患　etc.
認知症チェックシート（老人研）
データから見た認知症の現状
認知症の人と家族のために知っておきたいこと

★若年性認知症について
調査結果/部会の紹介　etc.

研修・行事・講座
東京都主催のイベント

9月シンポジウムの実施結果　etc.
認知症サポーター養成講座
認知症介護研修
かかりつけ医研修　etc.

相談窓口・リンク集
地域包括支援センターetc.（説明と連絡先）
「ひまわり」（使い方とリンク）
（認知症サポート医、かかりつけ医名簿）

東京都の取組み
東京都認知症対策推進会議
モデル事業報告

認知症地域資源ネットワークモデル
認知症支援拠点モデル
（「地域でできる！認知症の人を支えるまちづくり」）

認知症関連調査
3実態調査

認知症高齢者を地域で支える東京会議
★：新規　（　）：予定

★

★

★

★

とうきょう認知症ナビ コンテンツ紹介

トップページ

掲載情報を「認知症の基礎知識」「研修・行事・講座」
「相談窓口・リンク集」「東京都の取組」の4分類に整理

サイトの更新状況や、認知症に関する都の最新の報道発表を掲載

事業者向け・行政向けメニューを設置。「研修案内」「モデル
事業報告」といったコンテンツにワンクリックでアクセス可能

トップページ最上段に2箇所の告知用スペースを配置。
「シンポジウムの開催案内」「刊行物の発行」など、時期により、

重点的に発信したい情報を掲載 （スペースの追加も可能）

姉妹サイト「高齢者虐待防止と権利擁護」へのリンク

新規コンテンツ

[若年性認知症について] 「若年性認知症生活実態調査」
や「若年性認知症支援部会」等、都の施策を紹介

※調査は、「東京都の取組み-認知症関連調査」からもアクセス可能

[若年性認知症について] 「若年性認知症生活実態調査」
や「若年性認知症支援部会」等、都の施策を紹介

※調査は、「東京都の取組み-認知症関連調査」からもアクセス可能

[相談窓口] 問合せ内容別に、「地域包括支援
センター」や「地区社協」等の窓口一覧を掲載
[相談窓口] 問合せ内容別に、「地域包括支援
センター」や「地区社協」等の窓口一覧を掲載

[認知症チェックシート] 設問にチェックをし、「診断」
ボタンをクリックすると結果が表示される簡易スケール

※都老人研作成のパンフレットを元に作成

[認知症チェックシート] 設問にチェックをし、「診断」
ボタンをクリックすると結果が表示される簡易スケール

※都老人研作成のパンフレットを元に作成

[医療機関検索] 東京都機関案内
「ひまわり」を使用し、認知症に対応
する医療機関を検索する方法を案内

[医療機関検索] 東京都機関案内
「ひまわり」を使用し、認知症に対応
する医療機関を検索する方法を案内

[モデル事業実施報告] 東京都が実施した
モデル事業について、画像等も活用し
報告
※拡大仕組み部会での報告を踏まえ,内容拡充予定

[モデル事業実施報告] 東京都が実施した
モデル事業について、画像等も活用し
報告
※拡大仕組み部会での報告を踏まえ,内容拡充予定

[サイドメニュー] 各コンテンツの画面右部
には、閲覧しているカテゴリに属する全コ
ンテンツを一覧表示し、アクセスを誘導

[サイドメニュー] 各コンテンツの画面右部
には、閲覧しているカテゴリに属する全コ
ンテンツを一覧表示し、アクセスを誘導
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